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Ⅰ．決算概要



決算ハイライト
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2011/3期の業績（前期比）
2010/3期 2011/3期

金額 売上比 前期比 金額 売上比 前期差 前期比

前 受 金 調 整 前 売 上 高 24,096 100.4％ 111.8％ 23,535 95.8％ △560 97.7％

前 受 金 調 整 額 △104 △0.4％ 22.7％ 1,039 4.2％ 1,144 ―％

前 受 金 調 整 後 売 上 高 23,991 100.0％ 113.7％ 24,575 100.0％ 583 102.4％

売 上 原 価 14,728 61.4％ 118.3％ 15,366 62.5％ 638 104.3％

賃 借 料 3,725 15.5％ 116.9％ 4,008 16.3％ 282 107.6％

人 件 費 4,660 19.4％ 115.2％ 4,994 20.3％ 333 107.2％

外 注 費 2,699 11.3％ 112.8％ 2,649 10.8％ △49 98.2％

差 引 売 上 総 利 益 9,263 38.6％ 107.8％ 9,249 37.6％ △14 99.8％

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,639 36.0％ 119.0％ 8,783 35.7％ 143 101.7％

賃 借 料 1,089 4.5％ 113.5％ 1,060 4.3％ △29 97.3％

人 件 費 3,961 16.5％ 118.2％ 4,209 17.1％ 248 106.3％

広 告 費 1,111 4.6％ 106.1％ 1,162 4.7％ 51 104.6％

営 業 利 益 623 2.6％ 46.9％ 465 1.9％ △157 74.7％

経 常 利 益 442 1.8％ 32.7％ 283 1.2％ △159 64.0％

当 期 純 利 益 40 0.2％ 6.0％ △244 △1.0％ △264 ―％

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 2.20円 △13.38円

（単位：百万円）
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主な営業費用項目

売上高比率 21.1%19.7% 38.4%35.1% 10.8%11.3%4.6%

（単位：百万円）

伸び率 105.3%104.6% 106.8% 98.2%102.7% 100.7% 104.9% 100.4%

原価割合 0.0% 100.0%77.4% 79.1% 54.3%54.7%
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（注）人件費にはTPB分
（原価+販管）を含む。

2009/3： 496
2010/3： 397
2011/3： 316

4.7%



前期との差異要因
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現金ベース売上
の減少 ▲560

（主な内訳）
会計士 ▲1,150
簿記 ▲239
情報処理 ▲165
司法書士 525
公務員 524
地震の影響 ▲235

前受金調整額

1,144

売上原価の増加
638

（主な内訳）
講師料 333
外注費 ▲49
減価償却費 217
賃借料 282
業務委託費 106
清掃・水光費 87
消耗品 ▲93
など

返品調整引当金
戻入等 117

販管費の増加 143
（主な内訳）
人件費 248、のれん償却 54、
消耗品費 ▲78、賃借料 ▲29、
通信費 ▲23、広告費 51など

特別損失の増加 317
（主な内訳）
資産除去債務会計基準の
初年度影響額 518、
拠点統合損失等 ▲200

（単位：百万円）

発生ベース売上の増加
583

差引売上総利益
▲14

営業利益
▲157

税金等調整前当期純利益 ▲476
当期純利益 ▲284

※キャッシュアウトのない費用の増加

・2010/3期に拠点統合を行った設備投資
に係る減価償却費増加 256

・2011/3期～資産除去債務に見合う資産
に係る減価償却費 112

・賃借ビルの未払賃借料 346



公認会計士試験市場の冷え込み
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・公認会計士試験は内部統制報告制度導入のため、2007～2008年に大量合格時代を迎えた。

・その後、リーマン・ショックによる景気冷え込み、IPO激減等により、監査法人も赤字決算となる厳しい環境に。

・2009年から短答式試験が年2回化されて受験者数は増加したが、監査法人の新人採用難化による大量未就職者
の問題が発生→公認会計士試験が足元では敬遠される状況に。

短答式

（第1回）

短答式

（第2回）

(旧2次試験受験者を除くベース)



公認会計士試験合格の未就職者
増大
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・2010年合格者のうち約4割が未就職とされ(2011.4.3 日本経済新聞）、合格後の就職環境の悪化により足元の
受講者数（＝これから新規に受験する層）が急減、2011/3期通期では新規受講者数は前年同期比▲23.2％と
低迷 → 当社の業績低迷の主要因

(TACキャリアサポートセンター調べ、日本経済新聞報道等から作成)



東日本大震災の影響
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震災の影響により、全社ベースの
3月度売上は▲235

（単位：百万円）

・仙台校は比較的軽微な影響で済み、3/26より短縮営業。復旧工事を終え、4/18から通常営業。

・首都圏各拠点は、3/14の週は休業したが、計画停電による夜間休業の影響を受けない拠点から順次営業。

・教室講義が行えなかった分や出席できなかった分の講義はWebでの受講に切り替え、受講者への影響を
小限に抑える（多様なメディアを有する強み）。

（直接的な対応）

・東北地方の通信受講者への確実な教材配送、学習支援

・延期された企業研修の実施支援

・大学スタート時期のズレによる国家試験への影響の見極め、大学内セミナーの実施支援

・東北地方の書店の流通在庫に係る損失、返品増大に伴う引当金/評価損の追加計上等

（今後予想される影響と課題）



Ⅱ．分野別ポイント



分野別開示の定義
分 野 講 座

①財務・会計分野 簿記検定、ビジネス会計検定、建設業経理士、公認会計士

②経営・税務分野 税理士、中小企業診断士、IPO実務検定、財務報告実務検定

③金融・不動産分野 不動産鑑定士、宅建主任者、マンション管理士／管理業務主任者、ファイナンシャル・
プランナー、DCプランナー(*1)、証券アナリスト（CFA (*2)含む）、証券外務員、ビジネ
ススクール、貸金業務主任者

④法律分野 司法試験、司法書士、弁理士、行政書士、ビジネス実務法務検定、法律関連、通関士、
知的財産管理技能検定

⑤公務員・労務分野 社会保険労務士、国家Ⅰ種・外務専門職、国家Ⅱ種・地方上級、マスコミ・就職対策

⑥情報・国際分野 情報処理技術者 (ＩＴパスポート、基本情報技術者、応用情報技術者、情報セキュリ
ティースペシャリスト、プロジェクトマネージャ、データベーススペシャリスト、システム監
査技術者）、米国公認会計士、CompTIA(*3)、IT関連、CIA(公認内部監査人)、BATIC、
TOEIC、IFRS(国際財務報告基準)

⑥その他 魔法陣(*4)、人材事業、受付雑収入、TAC BOOK、W-BOOK他

(*1) DC：Defined Contribution 確定拠出型年金。 (*2) CFA®: Chartered Financial AnalystTM。CFA協会認定証券アナリスト。

(*3) CompTIA：米国コンピューティング技術産業協会のノンベンダー試験。

(*4) 魔法陣： (株)ハンド（本社：大阪）が制作する税務申告書作成ソフト。
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赤字は2010年以降開講講座、青字はWセミナーブランド講座、緑字はWセミナー講座を統合した講座を表す。



2010年 資格試験申込者推移
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2010年の動向（前年比）： 簿記+34.1千人、会計士+4.3千人、社労士+2.9千人、
診断士+1.2千人、公務員（国Ⅰ・Ⅱ）+17.6千人、情報処理+9.7千人

（単位：千人）

（注）TACが取扱う資格講座の本試験受験申込者数の合計（当社の直面するマーケットデータになります）。

Wセミナーとの事業統合により、過年度に遡って法律系資格を加えております。
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今後も成長が期待できる資格試験分野を開拓してまいります。

2005年からの市場
拡大は114.7％

・資格市場は景気後退期に市場が拡大し、
好景気時に縮小する傾向があります。



資格試験申込者の内訳①
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（単位：人）

分野 試験 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
‘03-‘10
伸び率

財務

・会計

分野

簿記検定 545,649 546,198 535,228 570,466 582,375 631,259 696,977 731,134 134.0%

建設業経理士 50,815 44,812 37,363 31,499 39,026 30,553 28,753 28,308 55.7%

ビジネス会計検定 ― ― ― ― 2,802 6,402 6,304 7,376 263.2%

公認会計士 14,978 16,310 15,322 20,796 20,926 21,168 21,255 25,648 171.2%

経営

・税務

分野

税理士 66,468 67,347 67,858 66,084 64,706 63,409 62,830 62,995 94.8%

中小企業診断士 14,692 15,131 13,476 16,595 16,845 17,934 20,054 21,309 145.0%

金融・

不動産
分野

不動産鑑定士 2,503 2,300 2,282 4,605 3,519 3,002 2,835 2,600 103.9%

宅建主任者 210,182 216,830 226,665 240,278 260,633 260,591 241,943 228,214 108.6%

マンション管理士 43,912 36,307 30,615 25,284 23,093 22,462 21,935 20,348 46.3%

管理業務主任者 31,558 28,642 26,960 24,779 23,790 23,846 24,890 24,129 76.5%

証券アナリスト 19,277 15,324 14,275 18,253 22,926 17,979 19,714 17,673 91.7%

FP 212,236 217,443 218,529 291,983 317,501 329,797 397,007 432,397 203.7%

DCﾌﾟﾗﾝﾅｰ 32,464 13,052 12,728 10,659 10,997 5,877 5,164 4,905 15.1%



資格試験申込者の内訳②

分野 試験 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
‘03-‘10
伸び率

法律

分野

司法試験(旧) 50,166 49,991 45,885 35,782 28,016 21,994 18,661 16,088 32.1％

司法試験(新) ― ― ― 2,137 5,280 7,842 9,734 11,127 520.7％

ロースクール 31,301 24,036 19,859 18,450 15,937 13,138 10,282 8,650 27.6％

司法書士 28,454 29,958 31,061 31,878 32,469 33,007 32,558 33,166 116.6％

弁理士 8,569 9,642 9,863 10,060 9,865 10,494 10,384 9,950 116.1％

行政書士 96,042 93,923 89,276 88,163 81,710 79,590 83,819 88,651 92.3％

ﾋﾞｼﾞﾈｽ実務法務 33,998 39,094 40,747 40,820 38,782 42,935 43,698 43,469 124.8％

通関士 13,556 13,691 13,268 13,141 13,727 13,267 13,159 12,087 89.2％

知財検定 ― 5,924 7,520 8,619 12,883 12,294 20,716 13,957 235.6％

公務員

・労務

分野

社会保険労務士 64,122 65,215 61,251 59,839 58,542 61,910 67,745 70,648 110.2％

公務員/Ⅰ・Ⅱ種等 109,963 120,240 114,163 90,549 80,079 76,571 85,140 102,839 93.5％

公/地方上級 68,396 67,342 74,012 60,874 59,370 60,346 74,927 90,619 132.5％

公/大卒警察官 109,434 96,036 62,639 63,001 44,466 36,903 72,719 61,793 56.5％

情報

・国際

分野

情報処理技術者 772,334 699,928 664,014 608,210 576,893 539,736 613,848 623,596 80.7％

ＢＡＴＩＣ ― ― ― ― 4,586 5,236 6,417 6,568 143.2％

合 計 2,631,069 2,534,716 2,434,859 2,452,804 2,451,744 2,449,542 2,713,468 2,800,244 106.4％
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会計系資格マーケット 転機迎える

?

781,062

714,404

665,301
652,861

564,345

597,852
627,095 629,855 618,408

2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

819,777

Page 15

当社主力の会計系3資格（公認会計士・税理士・簿記検定）の受験者数を集計。

簿記検定試験：2010年は前年同期比4.9%増（69.6万人→73.1万人）だが、2011年2月の試験は3級▲5.0%、
2級▲2.7%に転じた。

足許でも当社の簿記検定講座受講者は▲11.7%と減少している。

2001年から長期
トレンドで増加中

2005年比で
32.6％もマーケット

が拡大



分野別売上高（前受金調整後・連結）

分 野
2010/3期 2011/3期 コメント

（数字は原則として発生ベースでの前期
比をあらわしています）売上高 前期比 構成比 売上高 前期比 構成比

①財務・会計
分野

6,707,400 101.6% 28.0% 5,919,635 88.3% 24.1%
公認会計士講座不振、現金ベースでは
▲27.7％。簿記検定も振るわず同▲10.1％

②経営・税務
分野

5,345,202 101.1% 22.3% 5,349,336 100.1% 21.8%
税理士▲0.6％。診断士は+2.1%だが、現
金ベースでは▲3.9％に転じている。

③金融・不動
産分野

2,508,435 92.7% 10.5% 2,520,371 100.5% 10.2%

鑑定士▲9.5%、宅建・マンション管理士好
調、それぞれ+5.0％、21.3％。FP▲5.3％、
アナリスト▲5.6％、ビジネススクール+8.1
%。

④法律分野 1,529,336 329.9% 6.4% 2,705,636 177.0% 11.0%
司法書士+58.0%、弁理士+53.4%と大幅
増。行政書士+26.4%、通関士+7.4%と既
存講座も順調。司法試験は横ばい。

⑤公務員・労
務分野

3,728,192 147.8% 15.5% 4,664,774 125.1% 19.0%
公務員講座大幅増続く。国Ⅰ・外専は現金
ベースで+36.3%、国Ⅱ・地方上級は同
+16.4％。社労士は横ばい。

⑥情報・国際
分野

1,944,744 100.1% 8.1% 1,734,135 89.2% 7.1%
USCPA日本受験可能になる前の買い控えで
▲10.9%、CIA▲10.1%。企業研修は明暗、
情報処理▲17.1%、CompTIA+11.0%

⑦その他 2,228,539 142.2% 9.3% 1,681,429 75.5% 6.8%
人材関連は低迷続き▲16.4％。魔法陣
+4.9％。Wセミナーの前受金戻入が期間の
経過により▲512百万円。

合 計 23,991,852 113.7% 100.0% 24,575,319 102.4% 100.0%

（単位：千円）
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分野別売上高の推移
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会計士・簿記
そろって減少で

▲11.7%

Wセミナー系講座
(司法・司法書士・弁理士)を
統合。

公務員好調で
25%増



教育訓練給付制度の影響

2,223
百万円
(9.3%)

1,965
百万円
(9.3%)

1,958
百万円
(9.4%)

1,532
百万円
(7.5%)

1,438
百万円
(7.3%)

1,489
百万円
(7.6%)

1,948
百万円

(10.0%)

1,998
百万円
(8.1%)

12,197人

（5.5％）10,687人
(5.9%)

10,866人

(6.0%)
8,567人

(4.7%)
8,399人

(5.1%)
8,184人

(4.5%)

10,698人

(6.5%)
11,035人

(5.1%)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3

百万円

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

人
売上金額

利用者数

(注) カッコ内は当社全体の受講者数または売上高に占める割合
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・景気低迷にもかかわらず、給付金利用者が減少（▲9.4%）するのは初めての状況。

・通学▲11.6%、通信▲7.0%

社会人の動向： 簿記▲19.2%、会計士▲62.5%、診断士▲16.0%、鑑定士▲36.1%、FP▲19.4%、社労士▲6.0%

法律系講座は順調、司法書士3.2倍、弁理士4.4倍。



受講者数の推移（過去10年間）

105,217

163,151
167,730

134,683131,513132,755135,205
120,962123,909

114,244

53,867
52,593

51,603
50,87947,78045,598

42,50739,550
33,43336,542

70,000

90,000

110,000

130,000

150,000

170,000

190,000

210,000

230,000

2002/3 2003/3 2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3

法人受講者

個人受講者

147,677
141,759

186,286

163,459 163,469
180,803 180,535 182,392

220,323 217,018
（単位：人）

伸び率 115.8% 104.2％ 110.7% 100.0% 110.6% 99.9% 101.0% 102.1％ 118.3％ 98.5％

・・個人 112.4% 108.6% 108.5% 97.6% 111.8% 98.2% 99.1% 102.4％ 124.5％ 97.3％

・・法人 127.1% 91.5% 118.3% 107.5% 107.3% 104.8% 106.5% 101.4％ 101.9％ 102.4％

個人比率 74.2% 77.4% 75.8％ 73.9％ 74.8％ 73.5％ 72.1％ 72.3％ 76.1％ 75.2％
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社会人受講者の推移（過去10年間）

90,601

30,615 32,141 33,308 31,248 32,585 31,169 29,253

41,230 40,515

101,586 102,260
104,861

122,636
126,500

89,714

74,602

82,103

102,620

29,822

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2002/3 2003/3 2004/3 2005/3 2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3

社会人

大学生

（当社個人受講者の内訳）

社会人比率 70.9% 71.9％ 73.1% 74.2% 75.9% 76.5% 77.8% 77.9％ 75.4％ 75.2％

社会人伸び率 114.6% 110.1% 110.4% 99.0% 114.4% 99.0% 100.7% 102.5％ 120.6％ 98.3％
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分野別受講者数
分 野 2011/3期 前期比 構成比 2011/3期の概況

①財務・会計分野 51,893 89.5％ 23.9％
簿記検定振るわず▲11.7%、会計士就
職状況好転せず▲9.4%と低迷中。

②経営・税務分野 38,803 102.1％ 17.9％
税理士横ばい、診断士▲0.7%

③金融・不動産分野 37,240 99.2％ 17.2％
鑑定士▲21.6%、宅建▲4.3%、FP低価
格コースや早朝コースが好調で+8.4%。

ビジネススクールも+15.7%。

④法律分野 23,681 109.8％ 10.9％

Wセミナー系講座受講者13,705人を含む。
司法試験+17.7%、司法書士+37.4%、
弁理士+16.3%など、Wセミナー系講座
が好調

⑤公務員・労務分野 43,929 107.2％ 20.2％

社労士は人数増続く+4.5%。公務員は
増加率がやや落ち着いたものの成長中、
国Ⅰ・外専+12.7%、国Ⅱ・地方上級
+5.5%。

⑥情報・国際分野 21,472 88.5％ 9.9％

情報処理▲17.3%と落込み激しい。
USCPAは上期の買い控えを取り戻し切れ
ず▲13.2%。BATICが+74.4%と大きく伸
びる。

合 計 217,018 98.5％ 100.0％

（単位：人）
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Ⅲ. セグメント別ポイント

売上高の伸び 営業利益の伸び

個人教育事業

法人研修事業

出版事業

人材事業

2011/3期のセグメント別概況



セグメント別損益

2010/3期 2011/3期 増 減

売上高 営業費用 営業利益 売上高 営業費用 営業利益 売上高 営業費用 営業利益

個人教育

事業

16,861 16,393 467
(2.8%)

17,326 17,322 3
(0.0%)

465
(+2.8%)

929
(+5.7%)

△463
(△0.8%)

法人研修

事業

4,531 3,157 1,374
(30.3%)

4,590 3,393 1,196
(26.1%)

58
(+1.3%)

236
(+7.5%)

△177
(△12.9%)

出版事業 2,125 1,962 162
(7.7%)

2,257 1,569 688
(30.5%)

132
(+6.2%)

△393
(△20.0%)

525
(+322.7%)

人材事業 496 509 △13
(△2.8%)

445 409 36
(8.1%)

△50
(△10.1%)

△100
(△19.7%)

49
(－%)

全 社 △22 1,344 △1,367 △44 1,414 △1,458 △22 69 △91

合 計 23,991 23,368 623
(2.6%)

24,575 24,109 465
(1.9%)

583
(+2.4%)

741
(+3.2%)

△157
(△25.3%)

（単位：百万円）

(注) 1.カッコ内は営業利益率。ただし増減欄については前年同期比

2.売上高、営業利益については発生ベースで表している。
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個人教育事業：

個人教育事業の業績推移

14,553 14,372 14,557
16,861

17,326

3
888969 890 467

6.2
6.7

6.1

2.8

0.00

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

売上高 営業利益 営業利益率

百万円

％

売上伸び率 101.9% 98.8% 101.3％ 115.8％ 102.8％

全社構成比 70.8% 69.3% 69.0％ 70.3％ 70.5％
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・前受金戻入で979百万円押上げられており、現金ベース売上高は16,346百万円(前期比96.3%)。
・資産除去債務に見合った資産の減価償却費や人件費増等、高コストをはね返す付加価値を生み出
せるかがカギ。



個人教育事業：

拠点統合ほぼ終了

■渋谷校（2010年6月移転統合） ■日吉校（2010年3月竣工）

・重複の多かったWセミナー拠点の統合は、高田馬場校の閉鎖(2011年8月)で一段落。

・日吉校、早稲田校は、有力大学隣接の重要拠点として自社ビルを取得(創業以来初)。
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・拠点統合により賃借料・人件費・在庫スペース等の削減を図るとともに、2011年3月
期に計上した資産除去債務初年度計上分(約5億円)が次期以降はなくなる見込み。

・売上減少に伴い、攻守のバランスを重視した拠点展開へ舵を切る（固定費削減）。

■早稲田校（2011年3月竣工）



法人研修事業の業績推移

4,259
4,590

4,0193,858

4,531

1,1961,3741,031 1,222 1,329

26.7

31.2 30.3

26.1

30.4

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3
10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
売上高 営業利益 営業利益率百万円 ％

売上伸び率 107.8％ 104.2％ 106.0％ 106.4％ 101.3％

全社構成比 18.8％ 19.4％ 20.2％ 18.9％ 18.7％
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・主力の企業研修は景気低迷長期化、東日本大震災の影響による実施延期等により▲2.0%。
・大学内セミナーや委託訓練が落込みをカバーして6期連続増収。



法人研修事業：

法人研修事業の内容
事 業 売上高 前期比 構成比 2011/3期の概況

企業研修 2,596,509 98.0% 56.6%

情報処理▲20.5%だが、CompTIA+16.0
%、簿記会計研修+8.0%、金融・不動産
分野▲0.5%と横ばい、公務員・労務分野
が+22.5%と押上げ。

コンテンツ提供 302,126 96.0% 6.6%
専門学校向け教材販売は公務員が+8.9
%、宅建+33.0%、税理士▲14.3%、情
報処理▲15.9%、行政書士+5.6%など。

提携校 408,952 97.9% 8.9%
地方でも会計士受験減少▲29.6%、簿記
▲16.2%と財務・会計分野振るわず。司
法書士ニーズすくい法律分野+57.9%

大学内セミナー 513,122 106.3% 11.2%
Wセミナーの統合で競争力を大幅強化。
就職難で公務員+12.3%、法律分野は司
法試験が+63.2%、行政書士+70.7%等
好調だが、簿記が▲13.9%

委託訓練・

魔法陣等
769,428 115.3% 16.7%

自治体等の委託訓練は+22.1%、税務申
告書ソフト「魔法陣」+4.9%。

合計額 4,590,139 101.3% 100.0%
景気低迷が続き企業研修がマイナスと
なったが全体では6期連続増収を達成。
大学・公的セクターが教育支出を牽引し
ている。

（単位：千円）
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法人研修事業：

企業研修の動向

1,284
百万円

48.5%
656

百万円

24.8%

237
百万円

9.0%

469
百万円

17.7%
1,278
百万円

49.2%

520
百万円

20.1%
275

百万円

10.6%
521

百万円

20.1%
金融・不動産分野

情報分野

国際分野

その他2010/3期＝100 2011/3期＝98.0

・財務・会計分野は前年同期比108.0%、金融・不動産分野99.5%（宅建108.0%、ビジネススクール
105.1%、FP研修94.9%、証券アナリスト研修92.5%）、情報処理研修79.5%、CompTIA研修同
116.0%
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法人研修事業：

提携校の分野別分析

（単位：千円）

分 野
2011/3期

人 数

人 数

前期比

2011/3
売上高

売上高

前期比

売上高

構成比

①財務・会計分野 1,906 85.1% 63,775 75.4% 15.6%

②経営・税務分野 2,383 100.4% 150,114 100.6% 36.7%

③金融・不動産分野 722 82.0% 29,658 93.7% 7.2%

④法律分野 847 186.2% 35,862 157.9% 8.8%

⑤公務員・労務分野 2,827 106.2% 125,422 100.2% 30.7%

⑥情報・国際分野 106 80.3% 4,119 93.1% 1.0%

合 計 8,791 100.5% 408,952 97.9% 100.0%

盛岡校・群馬校・宇都宮校・金沢校・松本校・富山校・姫路校・高松校・

徳島校・岡山校・福山校・小倉校・熊本校・宮崎校・鹿児島校・沖縄校
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・簿記が前期比79.8％と減少、基金訓練等の雇用対策に流れている面も。司法書士は人数が約5倍
になり、地方での根強いニーズを拾い上げた。公務員は107.8%と依然好調を維持。

計16校



出版・その他の事業：

出版事業の業績推移

1,530 1,639 1,677

2,125 2,257

162197 65
362

688
4.0

30.5

7.7

21.6

12.9

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3
0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0売上高 営業利益 営業利益率
百万円 ％

売上伸び率 102.5% 107.1% 102.3% 126.7% 105.2%

全社構成比 7.7% 8.2% 8.0% 8.9% 9.6%
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（注）営業利益は返品調整引当金への繰入・戻入考慮後

・2009/9月～｢(株)早稲田経営出版｣が上乗せ、2011/3期は492百万円(連結修正後）貢献。

・2010/3期に計上した棚卸資産評価損・返品廃棄損失引当金・返品調整引当金が正味で117百万円戻入れとなり、
営業利益を押し上げた。



TACの出版事業 ベスト16位
順位 出版社 2010年売上金額(百万円)

1 講談社 2,015

2 角川グループパブリッシング 1,515

3 集英社 1,174

4 小学館 1,114

5 新潮社 797

・・・ ・・・ ・・・

10 幻冬舎 446

11 PHP研究所 315

・・・ ・・・ ・・・

14 NHK出版 286

15 オーム社 285

16 宝島社 283

・・・ ・・・ ・・・

21 日本経済新聞出版社 264

25 日経BP社 250

33 翔泳社 220

34 中央経済社 220

・・・ ・・・ ・・・

43 TAC出版 178

77 早稲田経営出版 106

＋

＝

16 TAC 出版事業 合計 285

出典：「2010年度 ジュンク堂書店 出版社売上BEST300」

TAC出版と経営統合したWセミナー出版部

門（早稲田経営出版）を合算すると、著名な
出版社を抜き去り、16位相当の売上規模に
該当する。
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人材事業：

TACプロフェッションバンクの業績推移
748,940

630,850630,470

502,926
441,776

△ 20,432 △13,925
31,05269,113

110,956
17.6

9.2

▲5.4 ▲2.8

7.0

-50,000

50,000

150,000

250,000

350,000

450,000

550,000

650,000

750,000

2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 -10.0

0.0

10.0

20.0
売上高(連結修正前)

営業利益

営業利益率

％

売上伸び率 ― 118.8％ 84.2％ 79.7％ 87.8％

全社構成比 3.1％ 3.6％ 3.0％ 2.1％ 1.8％
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・事業環境の悪化が続くなかコスト見直しを進め、2期ぶりに営業黒字を確保。

・公認会計士試験（夏）・税理士試験合格発表（冬）後の会計系人材の就職説明会のほか、新たにWセミナー系法律
講座である司法書士に関して就職説明会を実施し、好評だった→シナジーを引き出す取組み



Ⅳ. 2012年3月期見通し



2012年3月期 計画

（連結ベース）
2011/3期（実績） 2012/3期（計画）

金額 売上比 金額 売上比 前期差 前期比

前 受 金 調 整 前 売 上 高 23,535 95.8% 24,387 100.6% 851 103.6%

前 受 金 調 整 額 1,039 4.2% △150 △0.6% △1,189 △14.4%

前 受 金 調 整 後 売 上 高 24,575 100.0% 24,237 100.0% △338 98.6%

売 上 原 価 15,366 62.5% 15,351 63.3% △14 99.9%

差 引 売 上 総 利 益 9,249 37.6% 8,885 36.7% △364 96.1%

販売費及び一般管理費 8,783 35.7% 8,634 35.6% △148 98.3%

営 業 利 益 465 1.9% 250 1.0% △215 53.7%

経 常 利 益 283 1.2% 206 0.8% △77 72.7%

当 期 純 利 益 △244 △1.0% 115 0.5% 359 －

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 △13.38円 6.31円

（単位：百万円）

Page 34

売上：下期回復を予想。来期は前受金戻入＜前受金繰入となり、発生ベース売上にはマイナスに作用する。



海外市場での取り組み
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■日系企業のBPOを受注する中国企
業の人材向けに、日本語＋「αの部分」
＝IT教育や簿記・会計教育を行って

いく。（例）日商簿記の合格が必須では
なく、同等レベルのTAC独自の認定が
あればよい、という企業も。

大連

■TACが中国で育成した人材
が日系企業の面接に臨む

■泰克現代教育（大連）有限公司が中国でのIT人材教育に取り組んできた（2006年～）

■TACのコスト削減の取組みとして、「大連オペレーションセンター」を設立し、TACとしてもBPOを活用。
動画配信コンテンツチェック等のオペレーションコスト削減→システム開発コストへも拡大予定



• URL：http://www.tac-school.co.jp
• e-mail：ir-info@tac-school.co.jp


